
                                                       

 
水需要の減少により将来的には余剰な施設が出てくることから、阪水のリスク対策の進捗等、

本市水道供給システムの安全性・安定性を踏まえて、神崎の浄水機能の効率化を実施

■神崎再整備に関する関連業務の今後のスケジュールについて

R4水量調査に向けた資料整理

配水場化時期決定の要因 基 本 計 画 策 定 等

直 営
業 務 委 託 ・整 備 事 業

阪 水 配 分 水 量 水 需 要 供給信頼度・課題整理

STEP２

STEP１

阪水水量調査（回答済み）

日最大：14.8万㎥

Ｒ3

⾧期の予測は不透明

施設再整備内容の整理

・施設規模、更新計画、施設転用・有効活用、脱炭素対策

阪水水量調査

配分水量確定

浄水機能継続における最適な神崎の持ち方

・安定、安全、経済性を配慮した新たな浄水処理設備の検討

・直営検討内容のシミュレーション、図化

浄水機能継続における最適な神崎の持ち方

・導水管連絡、他都市との連絡管検討

供給信頼度の整理

・地震、停電、渇水への対策や考え方の整理

・浄水システムに関する技術確保、人材育成

大枠の浄水機能見直し時期の見通し決定

（次期ビジョン中or20～30年程度先）

大枠の浄水機能見直し時期の決定

（次期ビジョン中or20～30年程度先）

Ｒ4

Ｒ5

Ｒ6

～

R7

現状で用意できる費用や水需要予測を用いて、阪水からの水量調査に向けた資料整理

（費用：受水費と水需要予測から数パターン比較）

①ビジョン策定時と同様に、40年間における受水費、神崎費用、被害額の

トータルコスト試算

②トータルコストの試算を用いた収益的収支への影響

①：受水量の削減【阪水配分水量の確定】

R5年度中確定（供給能力の大半が決定）

◎浄水機能の効率化（配水場化）に向けた簡易フロー

②：阪水のみで水需要と供給能力のバランス確保

（事故時等のバックアップを備えた余裕量や自己施設の緊急稼働対策等を整理）

③：供給信頼度の向上

（全量受水により、水道供給システムの安全性、安定性、経済性のバランスが向上）

（浄水システムに関する技術の確保、人材育成の方向性整理）

＆
ＯＫ 浄水機能の効率化

・浄水機能縮小

・配水場化（浄水機能停止）

費用算定による経済性、費用負担の公平性等で

本市の必要水量（配分水量）を回答

供給信頼度向上の可視化

（配水場化移行の最終判断材料）

送水管基本検討業務（必要に応じて追加検討）

PFI導入支援業務（アドバイザリー契約）

・事業者選定準備～契約手続き
再整備事業開始

中央管理棟・配水ポンプ棟

の建て替え

Ｒ8

～

直近の需要の動向を見ながら、

今後の水需要を予測

需要と供給の

バランス確保
再整備事業

浄水場機能見直しに向けた整備

（送水管、受水池など）

供用開始（R15目標）

供給信頼度の向上が

現実的に可能な見通し

受水費・神崎費用・被害額の40年間トータルコスト算出

※受水費や神崎費用は現在揃っている条件や材料

受水費の検討パターンと、水需要予測（高位、低位）から財政推

移への影響を算出

※受水費や給水収益から収益的収支への影響を比較

神崎浄水場の設備更新が更新基準年数からすると直近10年に集中

（特に高度処理施設関係で約18億円）

➡直近の大きな設備投資が、配水場化の時期を大きく左右する。

（更新＝１サイクル（20年程度）使用）

R9年：猪名川浄水場ダウンサイジング

基本計画策定支援業務

配水場化に伴う自己水源の活用方法の整理

更新基準年数では41億円の整備が必要

➡配水場化を見据え今ビジョン期間中は

約10億円に投資を抑制

電気設備更新

（2回目）

・構成市との協議を要し、今回は大幅な受水量削減の数少ない機会

（規模を縮小するのは企業団創設以来初）

・今まで受水量の取り残しが多かった。（需要と供給能力の乖離）

・水需要が今後も下がる予測の中、将来の取り残しを防ぐことが重要

・今回の機会を逃すと、今後大幅な受水量削減の機会があるかは不明

・本市の判断で施設規模を縮小できる施設

・今後どのような動向で下がっていくか予測困難な水需要

に対して柔軟に対応できる。

➡水需要の低下が鈍化すれば神崎を継続、低下が加速すれば

安全性・安定性・経済性を考慮して浄水機能停止

【受水（阪水）削減の特徴】 【自己水（神崎）削減の特徴】

ビジョン実施計画（後期R7~R11）における

神崎浄水場への投資額の反映

供給信頼度の整理

・資料の可視化（アイデア提案）、計画への盛り込み

再整備基本計画（案）策定

再整備基本計画策定PPP/PFI導入可能性調査を行うにあたり、手戻りがないように

配分水量や費用負担の確定を待つか、協議の進捗で判断

計画策定

官民連携手法導入可能性調査


